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○東日本大震災で何が起こったか

○事故の教訓から新規制基準を策定

○新規制基準への適合性審査

○安全確保の基本

○事故を起こさないための備え 地震に対する備え 津波に対する備え 冷却手段の確保

○事故の進展を防ぐための備え

○テロ対策の強化・徹底

○緊急時に備えた体制の整備

○参考資料（安全対策）

・・・ ５１ページ

・・・ ５５ページ

・・・ ５７ページ

・・・ ５９ページ

４．島根原子力発電所の安全対策
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東日本大震災で

何が起こったか

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
つ
い
て

・東日本大震災の際，地震の揺れを感知して，

東北から関東の太平洋側に位置する各原子力発電所

では，稼働中の全ての原子炉が自動停止しました。

・ところが，福島第一原子力発電所の１号〜４号機は，

地震と津波の被害によって冷却機能を喪失し，

事故の進展を止めることができませんでした。

（それ以外の発電所は冷温停止に成功）

ポ イ ン ト
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福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
つ
い
て

・東日本大震災発生後の原子力発電所の状況

【凡例】○：機能維持（一部喪失も含む） ×：機能喪失
※一部の発電所は定期検査のため地震発生以前より停止中

原子燃料

サイクル施設

・東北から関東の太平洋側には，５ヵ所・１５基の原⼦⼒発電所が⽴地。

・地震の揺れを感知し，稼働中の全ての原⼦炉は自動停止。

・地震および津波の被害により，福島第⼀原⼦⼒発電所１〜４号機は

冷却機能を喪失し，事故の進展を止めることができませんでした。
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福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
つ
い
て

・福島第一原子力発電所の事故概要

出典︓原⼦⼒規制委員会資料「実⽤発電⽤原⼦炉に係る新規制基準について-概要-」
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福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
つ
い
て

・福島第一原子力発電所の事故とその教訓

福島第一原子力発電所事故を教訓に

従来の規制基準の見直しが行われた。
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事故の教訓から

新規制基準を策定

新
規
制
基
準
に
つ
い
て

・福島第一原子力発電所の事故を踏まえて, 

2013年7月に新規制基準が策定されました。

・従来の規制基準をさらに強化するとともに,

自然災害や重大事故対策などの項目が追加

されています。

ポ イ ン ト
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・新規制基準の概要新
規
制
基
準
に
つ
い
て
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新規制基準への適合性審査

新
規
制
基
準
に
つ
い
て

・2013年12月25日，当社は島根2号機の

新規制基準に係わる申請書類を

原子力規制委員会へ提出しました。

・これまで計184回の審査会合を実施し，

2021年9月15日に原子炉設置変更許可を

いただきました。

・引き続き，適合性審査に適切に対応していくとともに，

安全対策工事についても着実に実施し，

発電所の安全性のさらなる向上を目指していきます。

ポ イ ン ト
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年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

全

般

申請

（12月）

▼

現地調査

（12月）

▼

現地調査

（２月）

▼

現地調査

（10月）

▼

現地調査

（11月）

▼

現地調査

（９月）

▼

ＷＥＢ審査会合

震源を特定せず策定

する地震動確定

（６月）

▼

震源を特定して策定

する地震動確定

（12月）

▼

基準地震動確定

（２月）

▼

基準津波確定

（９月）

▼
火山灰層厚確定

（12月）

▼

（柏崎刈羽原子力発電所の集中審査）

（地震・津波審査を優先）

４サイト合同審査 ５サイト合同審査 当社単独審査

審

査

（
特
重
除
く
）

地
震
・
津
波
・
火
山

プ
ラ
ン
ト

（備考） ４サイト：柏崎刈羽６・７，浜岡４，女川２，島根２ ５サイト：４サイト＋東海第二

・島根２号機 適合性審査のうち原子炉設置変更許可に係る対応状況新
規
制
基
準
に
つ
い
て

審査書案

了承（６月）

▼
原子炉設置

変更許可（９月）

▼
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安全確保の基本

・ 原子力発電所の安全確保の基本は,

原子炉を「止める」 ，原子燃料を「冷やす」 ,

放射性物質を「閉じ込める」ことです。

・原子炉を「止める」には,

制御棒を挿入して核分裂を停止させます。

・原子燃料を「冷やす」には,

原子炉に水を注入し，冷却する必要があります。

・放射性物質を「閉じ込める」ために,

多重の壁で防護しています。

原
子
力
発
電
所
の
安
全
確
保

ポ イ ン ト
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原
子
力
発
電
所
の
安
全
確
保

・原子炉を「止める」しくみ

核分裂に必要な中性子を吸収する「制御棒」を挿入し,

核分裂を止めて原子炉を停止。
(万一，制御棒が挿入できない場合には，中性子を吸収するホウ酸水を注入し，

原子炉を停止させることもできる。)

原
子
力
発
電
所
の
安
全
確
保
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原
子
力
発
電
所
の
安
全
確
保

・原子燃料を「冷やす」 しくみ

 原子炉停止後も原子燃料から熱が発生するため継続的に冷却。

冷却には「水」と,水を送るための「設備（ポンプ等）」,

それを動かす「電源」が必要。

（複数の冷却手段を確保）

原
子
力
発
電
所
の
安
全
確
保
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原
子
力
発
電
所
の
安
全
確
保

・放射性物質を「閉じ込める」 しくみ

強固な容器，建物などで多重の壁を設け,

放射性物質を閉じ込める。

放射性物質

原
子
力
発
電
所
の
安
全
確
保
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事故を起こさない

ための備え

・重要な設備を保護し，事故の発生を防ぐため，地震，

津波など様々な自然災害を想定し，安全対策の強化，

拡充に取り組んでいます。

安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

ポ イ ン ト
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・安全対策で想定する災害の具体例
安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

火山灰層厚56cm

高さ11.9m



65

地震に対する備え

・敷地周辺の活断層のほか，発電所直下での地震発生

を想定し，耐震性を評価しています。

・安全性を向上させるため，

重要な機器や配管の補強工事を行っています。

安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

ポ イ ン ト
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・宍道断層の評価

より万全を期すために追加調査を行い，

宍道断層を約３９ｋｍと評価。

安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）
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・参考：宍道断層の西端見直しの経緯
安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

・「古浦西方の西側」としている宍道断層の西端評価について，その更に西側において，

これまで，海域，陸海境界，陸域で様々な調査を進めてきたが，宍道断層 の延長部

に対応する断層は認められず，申請時の評価を見直す結果は得られていな

い。

・しかし，審査会合における原子力規制委員会のコメントを踏まえ，発電所の安全性

に万全を期す観点から，宍道断層の端部評価にあたっては，陸海境界の調査結果

の不確かさを考慮し，「古浦西方の西側」と比較して，精度や信頼性のより高い調

査結果が得られている「女島」を西端として評価する。
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・参考：宍道断層の東端見直しの経緯

2016年7月，国の機関が中国地域の活断層の長期評価を公表し，下宇部尾東より

東方の海陸境界付近は「活断層の可能性があるものの，活動性については詳細な

データが不足し，判断できていない」として，活断層の可能性のある構造が記載された。

▼

森山から地蔵崎の追加調査を徹底して行ったところ，新たな活断層は確認されな

かったが，陸域において一部を除き上載地層法による評価ができず，断層の最新活動

時期が特定できないこと，また海陸境界において十分な調査が実施できないことから

後期更新世（約12〜13万年前）以降の断層活動が完全には否定できないと

判断。

安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）



69

島根原子力発電所の基準地震動は

最大８２０ガル（水平方向）と評価。

安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

・新規制基準における基準地震動の策定

今後，設備の詳細設計に反映
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・耐震性を向上させる補強工事

重要な機器や配管の補強工事に加え，

耐震性の高い受電設備や通信設備も新設。

安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）
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津波に対する備え

・津波を引き起こす活断層の調査等を行い，想定される

最大の津波高さを海抜11.9mと評価しています。

・最大の津波高さに対応できるよう，発電所の海側全域に

海抜15mの防波壁を設置しています。

・さらに，建物入口や建物内部に，水密扉を何重にも設置

するなど，重要設備の浸水を防ぐ対策を行っています。

安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

ポ イ ン ト
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・新規制基準における基準津波の策定安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

島根原子力発電所の最大津波高さは,最高水位

11.9mと評価。

最大津波高さ 評価内容

11.9m
○基準津波（防波堤無しの場合）11.6ｍに

潮位条件の不確かさを考慮し，保守的に評価

最大津波高さの評価
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・津波による浸水を防ぐ多重の対策安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

最大の津波高さに耐えられるよう，海抜１５ｍの防波壁を設置。

島根２，３号機の建物内外に１００枚以上の水密扉を設置。

最大津波高さ11.9m

※基準津波11.6ｍ＋潮位条件の不確かさを考慮
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余白
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冷却手段の確保
安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

・ 原子炉などを冷却するためには，

「水（冷却水）」「設備（冷却設備）」「電源」が必要です。

・ これらの重要設備が被害を受ける事態を

想定して，冷却機能を維持するための

様々な代替手段を確保しています。

ポ イ ン ト
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・ ［水］冷却に必要な水源を拡充安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

多様な水源により，冷却に必要な「水」を確保。

大型送⽔ポンプ⾞等
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・［設備］多種多様な冷却手段を確保（水を注入する）
安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

従来の冷却設備が使用できなくなった場合に備え，新たな

冷却設備を設置。さらに，冷却水を注水するための大量送水車

を敷地内に配備。
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・ ［電源］様々なバックアップ電源の確保安
全
対
策
（
事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
の
対
策
）

従来の電源機能（外部電源，非常用発電機，蓄電池）が喪失した

場合に備え，ガスタービン発電機や高圧発電機車の配備，

蓄電池の追加，直流給電車の配備を実施。
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事故の進展を

防ぐための備え

安
全
対
策
（
重
大
事
故
に
至
っ
た
場
合
の
対
策
）

・万一，重大事故が発生した場合でも，

事故の進展を防ぐための対策を行っています。

・放射性物質の放出量を低減させる対策や

水素爆発を防止するための対策を行っています。

ポ イ ン ト
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・重大事故の進展と対策安
全
対
策
（
重
大
事
故
に
至
っ
た
場
合
の
対
策
）

万一，重大事故が発生しても，環境への影響を最小限に抑えて

事故の進展を防ぐための対策を実施。

冷 却 機 能
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・原子炉格納容器の破損を防ぐ
安
全
対
策
（
重
大
事
故
に
至
っ
た
場
合
の
対
策
）

（推定）
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・水素爆発による建物損壊を防ぐ安
全
対
策
（
重
大
事
故
に
至
っ
た
場
合
の
対
策
）
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テロ対策の強化・徹底

安
全
対
策
（
テ
ロ
リ
ズ
ム
へ
の
対
策
）

・新規制基準を踏まえたテロ対策として，

故意による航空機衝突なども考慮した安全対策

を行っています。

・さらなるバックアップ対策として，原子炉施設の

外から制御・冷却ができる特定重大事故等対処

施設を設置します。

ポ イ ン ト
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・新規制基準を踏まえたテロ対策の強化

安
全
対
策
（
テ
ロ
リ
ズ
ム
へ
の
対
策
）

核物質防護の観点から厳重な警備を行っている

従来のテロ対策に加え，可搬型設備の分散配置など

故意による航空機衝突なども考慮したテロ対策を実施。
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・特定重大事故等対処施設の概要
安
全
対
策
（
テ
ロ
リ
ズ
ム
へ
の
対
策
）

設置場所の要件

特定重大事故等対処施設(略称：特重施設)とは

故意による大型航空機の衝突やその他のテロによる原子炉格納

容器の損傷を防ぎ，放射性物質の放出を抑制するための施設。
（安全対策の更なるバックアップ施設と位置付けられ，安全対策設備の設工認認可後，５年以内

の設置が求められている。）



86

・特定重大事故等対処施設の概要

安
全
対
策
（
テ
ロ
リ
ズ
ム
へ
の
対
策
）

特重施設は，既存の設備から独立した安全設備

を持つバックアップ施設。
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緊急時に備えた体制の整備

安
全
対
策
（
そ
の
他
の
安
全
対
策
）

・大規模地震などに備え，緊急時対策所（耐震構造）

と免震重要棟を設置しました。

・ 様々な安全対策を有効に機能させるため，

ハード面だけでなく，重大事故を想定した訓練を

繰り返し行うなどソフト面での対策も強化しています。

・緊急時は，国，自治体など関係機関と

連携し対応します。

ポ イ ン ト
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・地震，津波の影響を受けない対応拠点
安
全
対
策
（
そ
の
他
の
安
全
対
策
）

緊急時対策所等の設置
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・緊急時対応訓練の一例

事故時に様々な安全対策設備を有効活用できるよう，過酷な状況を

想定した訓練を実施。（ 2020年度緊急時対応訓練実績：個別訓練63回，総合訓練1回）

訓練によって「人」の対応力を強化するとともに，国や自治体など

関係機関との連携に努めている。

安
全
対
策
（
そ
の
他
の
安
全
対
策
）
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・緊急時にも機能する情報通信ネットワーク
安
全
対
策
（
そ
の
他
の
安
全
対
策
）

情報通信設備の配備

緊急時に関係機関への情報伝達が

スムーズに行えるよう，情報通信設備を強化。


